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１．「人生100年時代」の資産形成

２．NISA・つみたてNISAについて

３．その他
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2015年推計 1995年推計

80歳 78.1％ 67.7%

85歳 64.9％ 50.0%

90歳 46.4％ 30.6%

95歳 25.3％ 14.1%

100歳 8.8％ ―

（注）割合は、推計時点の60歳の人口と推計による将来人口との比較。1995年推計では、100歳のみの
将来人口は公表されていない

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「将来人口推計」（中位推計）より、金融庁作成

60歳の人が各年齢まで生存する割合

人生100年時代
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資産額とライフイベントのイメージ
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結婚

誕生 進学 結婚

要介護

出産・住宅購入・教育・・・

相続住宅購入

就職

退職就職 被相続

貯蓄

取崩し

資産形成

積立/運用
運用・取崩し

30歳 40歳 50歳 60歳 70歳 80歳 90歳

正規/非正規/無職

結婚/離婚/独身

出産/子供なし

持ち家/賃貸

ひとり親/共働き/主婦

結婚 健康/要介護

相続

住宅購入 退職/就労就職

生前贈与/被相続リフォーム/住替え

親の介護

誕生 進学

教育/再教育

独居/同居/扶養

資産額とライフイベントのイメージ

退職
世代

子供
世代

退職
世代

子供
世代

資産額

資産額

多様化の進展と「モデルの空洞化」
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人生の３大費用のイメージ

教育 住宅 老後

（幼～高＝公立、大＝国立）

約 800万円
≀

（幼～大＝私立）

約2,200万円

（一戸建て）

約4,100万円

（マンション）

約4,400万円

（平均）

約8,000万円

（ゆとりあり）

約1億500万円

（出所）内閣府、総務省、文部科学省、国民健康保険中央会、全国大学生活協同組合連合会、住宅金融支援機構、生命保険文化
センターの資料により試算。

「教育」は、幼稚園から高校までの「
学習費総額」と、大学の「入学金・
授業料・施設整備費」の計。
私立大学は文系とした。

「住宅」は、住宅ローン利用者の住
宅購入平均価格。

「老後」は、夫婦二人世帯の老後
生活費25年間（世帯主65歳～
90歳）分。

人生の３大費用
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（出典）日本銀行より、金融庁作成
（※） 株式・投信は間接保有を含む割合。

（出典） FRB、BOE、日本銀行より、金融庁作成

1,907兆円

現預金

現預金

（年）

その他

株式・投信*

各国家計の株式・投信の割合
（2019年末）我が国の家計金融資産推移
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1,008兆円

家計金融資産の推移と構成比



（出典） ＦＲＢ、ＢＯＥ、日本銀行より、金融庁作成

運用リターン
によるもの

（年）

2.7倍

2.0倍

2.3倍

1.6倍

1.4倍

1.2倍

米国 英国 日本

各国の家計金融資産の推移
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(%)

（資料）Bloomberg, 日本銀行より、金融庁作成
（注）～1999年１月は公定歩合、それ以降は無担保コール翌日物金利

(年)

銀行に預けるだけでは、
お金は増えない・・・

金利の推移
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0 10 20 30 40 50 60 70 80

まとまった資金がないから

投資の知識がないから

（投資は難しいものだと思うから)

投資は損をしそうで怖いから

どのように有価証券を購入したら

良いのか分からないから

取引を行う時間的ゆとりがないから

(%)

少額投資
を知らない

積立投資
を知らない

（出典）金融庁「国民のNISAの利用状況等に関するアンケート調査（2016年2月」 （投資未経験者1,135人を対象）

まとまった資金がないから

投資の知識がないから

投資は損がしそうで怖いから

どのように購入したら良いのか
分からないから

取引を行う時間的ゆとりがないから

投資は必要だと思うが、行わない理由
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低 リスク 高

（注）あくまでもイメージです。厳密な表現ではありませんので、ご注意ください。

投資信託

預金
貯金

株式

債券

【リターン】

リターン ＝お金を運用した結果としての利益や損失

リスク ＝リターン(利益や損失)の不確実性(振れ幅)

【リスク】

会社を
所有する

国や会社に
お金を貸す

株式や債券に
投資する

リスクとリターンの関係
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「投資信託」の仕組み

社 債

株 式

先 物

金融マーケット

申込金

○ 投資をするほどのお金がない！

→ 少額から投資が可能 （例えば、1,000円から）

○ どの会社に投資したらよいか、わからない！

→ 分散して投資が可能 （例えば、マーケット全体に）

投資信託

（ファンド）

投資

投資信託による少額からの分散投資
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分散投資

分散投資の効果（イメージ）
1つの資産だけに投資するより、
値動きの異なる複数の資産に分散
投資を行うことで、価格の変動が
小さくなる

→リスクを軽減

投資先の地域を分散することで、
より安定的に世界経済の成長の
果実（利益）を得ることが期待
できる

資産 の分散

地域 の分散
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「あらかじめ決まった金額」を
「続けて」投資すること

→安いときに買わなかったり、高いと
きにだけ買ってしまうことを防ぐ

積立投資

投資のイメージ
投資のタイミングを

とらえるのは難しい…

積立投資
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購入総額 ４万円

購入口数 4.5万口

投資信託の
価格の推移
（１万口あたり） １万円

毎月
１万円ずつ
購入した場合

１万円

１万口

最初に
４万円分
購入した場合

4万円

４万口

１万円

５千口

１万円

２万口

１万円

１万口

２万円 5千円

１万円

１ヶ月目 ２ヶ月目 ３ヶ月目 ４ヶ月目

購入総額 ４万円

購入口数 ４万口

価格が高いときは

少なく購入

価格が低いときは

多く購入

積立投資

この例では、毎月１万円ずつ購入していた場合の方が、
平均購入単価を安くすることができた

平均購入単価
（１万口あたり）

約９千円

平均購入単価
（１万口あたり）

１万円

例えば、合計４万円の投資金額では
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134.0

79.1

240.0

431.6

万円

※株価指数に直接投資することはできません。データは投資コスト、税金などを考慮していません。

日経平均株価指数に20年間つみたて投資をした場合

長期・積立・分散投資の効果①
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時間を
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世界の主な株価指数に20年間つみたて投資をした場合

万円

※株価指数に直接投資することはできません。データは投資コスト、税金などを考慮していません。

432.0

571.8

683.7

86.5

207.1

652.8

566.3

431.6

240

586.5
新興国（MSCIｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ） 9.5%
米国 （S&P500） 9.1%
先進国（MSCIｺｸｻｲ） 8.2％
全世界（MSCIｵｰﾙ） 7.9％
国内 （日経平均） 5.5％

長期・積立・分散投資の効果②
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総積立額（右軸）

資産評価額（右軸）

日経平均株価（左軸）

（円）

（万円）

2020年3月

日経平均（1990年1月末）

37,189円

日経平均（2020年3月末）

18,917円

（期間：1990年1月～2020年3月末）

（資料）Bloombergのデータを基に金融庁作成
・上記は毎月末1万円を積立投資したと仮定して試算。なお、税金・手数料等は考慮していない。

日経平均株価指数に30年間つみたて投資をした場合

長期・積立・分散投資の効果（参考）

資産評価額
472万円

総積立額
363万円
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信託報酬率が１％違う場合の資産総額

100万円を投資した場合のイメージ
信託報酬控除前リターン 4.5%

手数料の影響

購入時

保有時

売却時

販売手数料
※この手数料がない場合もある
（ノーロード）

信託報酬

（運用管理費用）
※保有額に応じて継続的に支払う
（年率〇％）

信託財産留保額
※投資信託によって有無が異なる

投資信託にかかる手数料
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原則、税率20
％の課税

投資開始 売却時

売却益

ＮＩＳＡ口座での投資は、運用益（売却益・分配金）が非課税

 「一般ＮＩＳＡ」と「つみたてＮＩＳＡ」の2種類

 20才以上の日本居住者が対象

 銀行・証券会社等で開設

分配金

非課税

非課税
原則、税率20％の課税

運用

NISA（少額投資非課税制度）とは

20



2018 40

2019 40

2020 40

2021 40

2022 40

2023 40

2024 40

2025 40

2026 40

2027 40

2028 40

2029 40

2030 40

2031 40

2032 40

2033 40

2034 40

2035 40

2036 40

2037 40

2038 40

2039 40

2040 40

2041 40

2042（時限） 40

2014

2015

2016 120

2017 120

2018 120

2019 120

2020 120

2021 120

2022 120

2023 120

102
20

102
20

102
20

102
20

102
20

2024

2025

2026

2027

2028（時限）

・投資上限額（年間）：40万円

・非課税の期間：20年間

・投資可能期間：2042年まで

・投資対象：株式投資信託
長期の資産形成に適した商品に限定

・投資上限額（年間）：120万円（※）

・非課税の期間：５年間

・投資可能期間：2023年まで（※）

・投資対象：上場株式、株式投資信託、REIT など

一般NISA つみたてNISA

５年間 20年間

選 択

一般NISAとつみたてNISA

2階建ての
制度に衣替え

５年間
延長

令和２年度
税制改正で措置

※2024年以降、制度変更のうえ５年間措置 21



0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

3月末

6月末

9月末

12月末

3月末

6月末

9月末

12月末

3月末

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代

20代
16%

30代
26%40代

26%

50代
18%

60代
9%

70代
4%

80代以上
1%

20代
4%

30代
10%

40代
15%

50代
17%

60代
22%

70代
22%

80代以上
10%【つみたてNISA】 【一般NISA】

20代～40代で7割 50代以上で7割

世代別比較 ＜2020年３月末時点＞

つみたてNISAの世代別比率の推移

2019年

2018年

20代、30代の割合
が徐々に増加

つみたてNISAの世代別口座数増加率

＜2019年12月末⇒2020年３月末＞

2020年

13.9%

19.4%
16.7% 16.5%

12.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

20代 30代 40代 50代 60代以上

一般NISAとつみたてNISA（参考）

22



既存の投資信託（公募投信全体で約6,000本）の大半は、資産形成に不向きなもの

✔ 短期的な運用のもの ✔ 手数料の高いもの

✔ 毎月分配型のもの ✔ レバレッジをかけたもの（日経225の２～3倍の値動き）等

〇 インデックス投資信託（市場平均に連動した成果を目指すもの）が基本（158本）

● インデックスは金融庁が指定（※日経平均株価やS＆P500等）

● 低コストの商品に限定（国内資産を運用：0.5％以下、海外資産を運用：0.75％以下）

〇 アクティブ運用の投資信託（市場平均を上回る成果を目指すもの）は、例外的に、継続して

投資家に支持・選択され、規模が着実に拡大しているもののみ（18本）

● 純資産額が50億円以上、運用実績が５年以上、資金流入超の実績が認められるもの

● 低コストの商品に限定（国内資産を運用：1.0％以下、海外資産を運用：1.5％以下）

〇 販売手数料は0％（ノーロード）

つみたてNISAの対象公募投資信託（9月15日時点 176本）

つみたてNISAの対象商品

23

http://1.bp.blogspot.com/-dT9vdcROFFs/VCkbRG7I5zI/AAAAAAAAnEE/vNMQOQiP6fo/s800/pop_gentei.png


ポイント つみたてNISA

長 期 投 資 投資を始めたら、長期間続けること！
長期保有を前提とした制度
非課税期間は20年間

積 立 投 資
投資のタイミングをとらえるのは難しい！
定期的に自動で買付けるほうが簡単！

買付けの方法は、積立投資に限定

分 散 投 資 分散投資でリスクを軽減！
対象商品は、分散して投資する投資信託
のみ

手 数 料 長期の運用成果に大きな影響！
信託報酬が低く、販売手数料もノーロード
（０円）の低コスト商品に限定

分 配 金
毎月、分配金を受け取ることは、長期の運
用には向かない！

毎月分配型でない商品が対象

税 金 原則、運用益は課税（20.315％） 運用益は非課税

「つみたてNISA」なら、すべての
ポイントをおさえてる！

資産形成（投資）にあたってのポイント
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○ つみたてＮISAでは、買い付ける商品を変更することは出来ないのか。

○ つみたてＮISAを始める際、既に一般ＮISAで保有している商品は、売却する必要があるのか。

 買い付ける商品は、いつでも変更することが出来ます。

 なお、過去につみたてNISAで買い付けた商品を、別の商品に入れ替えること（スイッチング）は出

来ません。

 既に一般ＮISAで保有している商品を売却する必要はありません。

 購入時から５年間はそのまま非課税で保有可能で、売却も自由です。

○ つみたてＮISAでは、20年以内に売却しなければ、非課税の恩典を受けられないのか。

 20年以内に売却しなくても、非課税の恩典は受けられます。

 20年の非課税期間が終了する際、その時の時価で課税口座（特定口座又は一般口座）に払い

出されることとなり、つみたてNISAで保有していた間の値上がり分には課税されません。

25



もっと知りたい方は

金融庁「NISA特設サイト」をご覧ください。

教えて虫とり先生
金融庁１～３年目の若手職員が、投資ブ
ロガーの方に「どんな投資をしているの
か」など色んな疑問を聞いてみました。

本音が飛び出す！つみたて
NISA座談会
「必要な貯蓄額」「リスク資産をいく
ら持つか」「投資商品の選び方」など
について、投資ブロガーの皆さんびを
伺いました。

NISAとは？
つみたてNISAとは？

制度について詳しく知りたい方は
こちらをご覧ください。

26https://www.fsa.go.jp/policy/nisa2/index.html
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（1） FinTech（フィンテック）とは、金融（Finance/ファイナンス）と技術
（Technology/テクノロジー）を組み合わせた造語です。

（2） AI（Artificial Intelligence/人工知能）、ビッグデータ、
IoT(Internet of Things)、ブロックチェーンといった先端技術を使い、
スマートフォンやダブレットを通して、これまでにない革新的な金融サー
ビスが生み出されています。

（3） FinTechの進展により「お金」のかたち、「お金」の流れ、そして、金融
を担うプレーヤーが変わり始めています。

FinTech  について

FinTech（フィンテック）



29

主な FinTechサービス

（1） 決済サ－ビス
スマホ・Web決済・送金

（2） 融資サービス
Ｐ2Ｐ(個人間)レンディング、ソーシャルレンディング

（3） クラウド・ファンディング

（4） 投資・運用サービス

ロボアドバイザー

（5） 家計管理サービス（PFM）

（6） 暗号資産（仮想通貨）
ブロックチェーン技術

FinTech（フィンテック）



インターネット取引を行うときの注意点

スマートフォンやパソコンで簡単に預貯金の残高の確認したり、お金を振り込んだりと、
インターネット取引の利便性が高まっています。一方で、利用者のＩＤ・パスワード等を
盗み、預金を不正に送金する事案が増えていますので、ご注意ください。

手口１： SMS等によるフィッシング

 銀行等を騙ったメールやSMSのフィッシング
メールを通じて、偽のログインサイトに誘導。

 インターネットバンキングのIDやパスワード、
ワンタイムパスワード等の情報を窃取。

手口２：スパイウェア

 スパイウェアとは、利用者の個人情報や
アクセス履歴などを収集し、外部に自動
的に送信するソフトウェア。

 何らかの方法で利用者のパソコン等に
スパイウェアを感染させ、
利用者の知らない間に
ID・パスワード等を窃取。

お客様の〇〇銀行口座が
セキュリティ強化のため一
時利用停止しております。
再開手続きをお願いします。
http://xxxxxx

※フィッシングメール（SMS）の例

□ 心当たりのないSMS等は開かない（金融機関がID等をSMSで問い合わせることはない！）

□ 金融機関のウェブサイトは、事前に正しいURLをブックマーク登録しておく

□ セキュリティ対策ソフトを最新版にする

□ IDやパスワードは、他のサービスで利用するものと異なる設定にする

対策

お荷物のお届けにあ
がりましたが、不在の
ため持ち帰りました。
ご確認ください。
http://xxxxxx
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金融庁「NISA特設サイト」で資産形成に関する

情報を掲載しています！是非、ご覧ください！

ご清聴ありがとうございました

金融庁 NISA特設サイト 検索


